
■【説明会の趣旨】
・この資料は、統合や再編が決定していることを報
告するものではありません。
・稲枝学区の学校が今後どのような姿になる可能性
があるのかについて、客観的なデータとともに現状
を共有することを目的としています。
・本資料では、背景、現在の状況、将来推計、そし
て想定される統廃合の選択肢の順に整理していま
す。

■【新たな時代に求められる望ましい教育環境】
・生成AIなどデジタル技術の発展は社会構造全体に変化をもたらし、将来
の予測が困難な時代となっています。
・彦根市教育委員会では、新たな時代に求められる教育活動として、「自
立」「共感」「協働」をキーワードに、一斉型の授業だけではなく、

◆「子どもたちが自ら課題を発見し、主体的に学び合う探究的な学び」
◆「多様な人と協働して目標を実現する経験を積む社会とつながる協働
的な学び」

に重点を置いた教育を目指します。

・しかしながら、学級の児童生徒数が少ない場合、協働的な学習に制約が
生じます。

・こうした教育を進めるためには、

◆一定規模の児童生徒の集団が確保され多様な他者と協働して学び合う
機会を提供や
◆経験年数や専門性等、バランスの取れた構成で教職員を適正に配置で
きる学校規模を維持することが不可欠です。



■【適正規模の必要性】
・稲枝学区では少子化の影響により児童数の減少
が続いています。
・学校規模の縮小は、学級数の減少を招き、教育活
動の幅や人間関係の形成に影響を及ぼします。
・標準規模（12～18学級）では、複数学級によるクラ
ス替えが可能となり、多様な人間関係の形成が期
待できます。
・11学級以下は小規模校とされ、単級化や教員配
置の制約が生じやすくなります。
・小学校では2学年の合計が16人以下となる場合に
複式学級が編制されます。

■【現在の学級数・児童数（令和8年5月1日時点）】
・稲枝北小学校は6学級で児童数は84人です。
・稲枝西小学校は6学級で児童数は126人です。
・稲枝東小学校は12学級で児童数は295人です。
・東小学校は現時点では標準規模に該当しますが、
北小学校と西小学校は小規模校です。
・同じ6学級でも児童数には差が見られます。



■【長期児童数推計（令和6年5月1日時点）】
・市の長期推計によれば、今後も学区全体で児童
数は減少していく見込みです。
・東小学校は292人からR17には235人程度まで、西
小学校は136人から85人程度まで、北小学校は98
人から65人程度まで減少する見込みです。
・今後、一時的に児童数が増えた学年があったとし
ても、学区全体としての大きな流れは変わらないと
考えられます。
・時間の経過とともにさらに減少していく可能性が高
く、将来を見据えて考えていく必要があります。

■【令和13年（2031年）時点の見込み】
・北小学校では1学年が3人や6人といった極めて少
人数となる学年(通常学級)が生じる見込みです。
・西小学校では1学年が10人未満となる学年が発生
すると予測されています。
・東小学校でも多くの学年が単級（1学年1学級）とな
り、6年間クラス替えができない可能性があります。
・学級編制基準は、滋賀県では35人とされていて、
彦根市も同じ基準です。
・今回の推計には転出入などの社会的要因は含ま
れていませんので、35人付近の学年は、複数学級
のままという可能性はあります。



■【学校規模のメリット・デメリット】
《小規模校》
・小規模校では、教員が児童一人ひとりに目を配りや
すく、きめ細かな指導が可能です。
・一方で、友人関係が固定化しやすく、競争や協働の
機会が限定される可能性があります。
・体育や音楽などの集団活動に制約が生じます。

《標準規模校》
・標準規模校では、多様な考え方に触れる機会が増え、
社会性の育成が期待されます。
・クラス替えにより人間関係を広げることが可能です。
・一方で、児童数が多いことによる個別対応の難しさ
が指摘される場合もあります。

■【複式学級について】
・複式学級は、異なる2学年が同一教室で1人の先
生から同時に授業を受ける学級形態です。
・2学年の合計が16人以下となる場合に編制される
可能性があります。
・教員が同時に複数学年をそれぞれ時間を分けて
指導するため、半分が自習になるなど、授業時間の
配分に制約が生じます。
・常に同じ集団で学ぶことにより、人間関係の固定
化が進む可能性があります。
・北小学校および西小学校では、将来的に発生する
可能性が高まっています。



■【想定される統合案】
・A案：北小学校と西小学校を統合し、北小校舎を活
用する案です。
・B案：北小学校と西小学校を統合し、西小校舎を活
用する案です。
・C案：3校を統合し、東小学校を増築して活用する
案です。
・D案：3小学校と中学校を統合し、中学校の敷地に
校舎を建設する案です。
・学校の統合などを検討する際には、通学距離や通
学方法も重要な判断材料となります。
・通学距離や通学時間については、国が示している
目安です。

■【A・B案（2校統合）】
・改修費は約5,000万円を想定しています。
・初期費用は抑えられます。
・通学距離や生活環境の変化を比較的抑えられま
す。
・統合後の通常学級数は6学級で標準規模には届
かず、将来的に統合についての再検討の可能性が
残ります。



■【C案（3校統合）】
・増築費は約7億9,000万円を想定しています。
・統合後の通常学級数は12学級となる見込みです。
・標準規模を満たし、長期的に安定した教育環境を
確保できます。
・しかし、北小・西小学区の児童にとっては通学距
離が長くなります。

■【D案（小中統合）】
・建設費は約31億7,000万円を想定しています。
・併設型の小中一貫教育が可能となります。
・9年間を通じた継続的な教育の充実が期待されま
す。

・新しい校舎で快適な教育環境が生まれます。
・工事費が高額で、また広域にわたって通学支援
体制の整備が不可欠です。



■【維持・改修費】
・統合を行わず、現在の3小学校体制を維持する場
合には、3校合わせて約30億円の改修費が必要です。
・A案、B案、C案を選択した場合にも、統合先の校舎
はそれぞれ記載の改修費が必要となります。

■【小中一貫教育】
・小中一貫教育は、いわゆる「中1ギャップ」の緩和、
また、小学校と中学校の連携により、9年間を見通し
た計画的・系統的な教育を目指すものです。
・D案は、②併設型小学校・中学校を想定していま
す。
・A案、B案、C案でも、施設分離型小学校・中学校に
よる小中一貫教育を想定しています。
・併設型、分離型どちらにせよ、すべての中学校区
において小中一貫教育を目指していくことになりま
す。


